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1大学における地域貢献活動と活動拠点のあり方の研究

























































































































































表 01　大学の地域貢献の 3 つの活動例
















































































































































































































































































プ・文具の国内大手メーカー・シヤチハタの協力を得て、新しい写真 01　 HT ッキー工業 ( 左ボレリング・右ラペル )
写真 02　 NEXCO「男めし」リーフレット

























































































































写真 06　 SLC の入っている建物
写真 07　 スタッフルーム
写真 08　 学生ルームに入ったところ
写真 10　 学生コーディネーター（後方の 3 人）















































































































































































































(2013 年 5 月 1 日現在) 
学生   5,488 人 
専任教員  209 人 
職員    255 人 
学生   17,849 人 
専任教員  3,116 人 
職員    3,085 人 
学生   11,926 人 
専任教員  301 人 
職員    40 人 
ボランティア支援体制の
設立年 










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ものに限定されているといった印象があった。3 つの大学の詳細な比較は表 3 にまとめた。 
 







開始年度㻌 1995 年 2003 年 2009 年（GP の資金で） 
主な活動㻌 ・ オリエンテーション 





















・ One day プログラム 
・農業体験 
・震災ボランティア 





開所時間㻌 平日 10:00-17:00 平日 9:00-17:00 平日 9:00-17:00 
組織運営㻌 センター会議月 2 回 
学生の会議月 1 回 
事務局会議（週 1 回） 
推進会議（月 2 回） 
運営委員会（月 2 回） 
事務局定例会（週 1 回） 























有 有 有 
スタッフ㻌 教員 3（センター長・副） 
事務局スタッフ 2 名 
コーディネーター2 名 
派遣 4 人 
教員 3（センター長・副） 
事務局スタッフ 3 名 
コーディネーター2 名 
教員 3（センター長・副） 




有 なし なし 




無 無 無 
知の拠点
応募予定㻌
無 無 無 











































































































































































































































































































































































写真 30　 SUAC ワークショップ






















































































































Generation of a panoramic motionVR and research of the application and streaming of panoramic motionVR viewer on internet
32
リクルーティング＋ネットワーキングの機会となる。
　また、冠婚葬祭、住居、食習慣、挨拶、家族観、教育観、労働
観、時間観念等の文化に関するトピックについて、日本人と外国
人が情報を交換しあうような機会も交流の契機になるだろう。外
国の情報の提供者としては、定住外国人の他にも小中高に赴任し
てきている外国人英語教師（ALT等）、留学生、企業勤務の外国
人等が考えられる。このような情報交換と交流機会には、学生も
関心を持つものと思われる。
B) 学生の参加・運営＝学生教育の場としての大学
　大学が設置する地域連携オフィスである以上、学生が参加し、
運営に従事しなければ、高等教育機関としての意味が薄れる。カ
フェのような機能によって学生が足を向けやすくする工夫は必要
だが、かといって学生だけがたむろしてしまう空間ではいけない。
老若男女が足を運びやすく、入りやすい空間であることも重要で
ある。
　地域連携オフィスでの活動を通して学生がしっかり学び、自ら
の人生と社会の未来を主体的に切り開く能力を培うことが求めら
れる。そのためにはまず、学生が地域での様々な活動について知
る機会を作り、学生と地域の団体との協働を促す必要がある。
　学生とのコラボ、実践の場としての機能も期待される。学生と
地域の活動団体がコラボして、地域連携オフィスの空間で学習支
援を行ったり、日本語支援を行ったり、あるいは映像ワークショッ
プを行ったりすることも教育効果が高いだろう。その際、学生が
プロジェクトの企画立案に携わり、さらに運営の中核を担うこと
で実践的な能力を高めることができる。また、地域の団体が開催
する各種講座等のチラシやテキストなどの作成をデザイン学部の
学生が請け負い、ゆくゆくは起業するような流れも実践的学習と
して期待される。　さらに以下のC)やD)の部分でも学生の関
与が期待される。
C) 
　この点については、以下の４つの機能を望む声があった。
①	日本語学習教材の研究・開発
　地域で活動する日本語教師と本学の日本語教員養成課程の学生
とが協働して日本語学習教材を研究・開発する。
②	研究と政策提言
　民間団体、企業、自治体等と連携した日本語教育の現状把握、
課題の掘り起し、地域に望ましい言語施策の在り方の研究等を通
じて政策提言する。
③	リソースセンターとコーディネーターの配置
　HICEには大人用の日本語学習教材がかなり収蔵されている
ので、本学がリソースセンターとしての機能を持つとすれば、子
ども用のリソースに特化するといいかもしれない。それらの教材
を閲覧できる場所が提供されれば、日本語支援者が交流する場と
もなりえるし、本学の日本語教員養成課程を履修している学生に
とっても、貴重な生の情報に接する機会となる。
　ただ教材が置いてあり閲覧できるというだけでなく、地域の支
援者や学校の教師が気軽に立ち寄って情報を得ることができるよ
う、平日の16時から18時までと土曜日の10時から12時ぐ
らいの時間帯にコーディネーター（相談員）を配置すれば、支援
者一人一人の支援スキルの向上を図ることができるはずである。
④　一般の社会人向けの日本語教員養成課程の設置
　本学では学生を対象として日本語教員養成課程を設置している
が、正規授業の科目で組んだカリキュラムであるため、社会人が
履修することは想定されていない。しかし一方、浜松を中心とす
る静岡県西部地域には、社会人向けの日本語教員養成課程に対す
るニーズがある。このニーズに応える課程の設置が望まれる。
D) その他
　ネットワークの結節点として、地域課題についての意見交換や、
地域のニーズに合った教育のあり方を共同で構築するため、大学
が自治体、地域の活動団体、企業等、地域の関係者と意見交換す
る場を設ける。
E) 池上の見解
　A)の多文化交流の機会は、HICEや民間団体でも企画する場
合があるので、大学としての独自性をどのように提示するかが課
題となる。大学図書館との連携、あるいは専門領域の大学教員と
の連携で開催する企画に関心を持つ者が集まるような形で望まし
い。たとえば、ベトナム語に詳しい教員が図書館にあるベトナム
の書籍や新聞を紹介しながら、市内在住のベトナム人をゲストに
迎えてベトナムについて語る会を開催すれば、学校の学習支援で
ベトナム人と接している日本語ボランティアやベトナムに駐在し
ていた会社員等が大学と接点を持つ契機になりうる。
　B)の学生の参加・運営については、具体的には、学生が地域
の活動団体について知り、各々の関心に合わせてそれらの団体と
出会えるような資料提供コーナーがあると良いだろう。団体の情
報そのものの他に、イベント情報、プロジェクト情報等を整理し
てデジタル検索できるようなしくみの構築も求められる。学生が
地域連携オフィスで情報を得て、各種団体と顔の見える関係が構
築され、実際に学生が地域で動き回るようになるような工夫が望
まれる。
　C)の日本語教育の学術的センターについては、資料が置いて
あるだけでは死蔵される可能生が高い。それらの資料を実際に使
いたいと考える人たちにとって使いやすい時間帯に使えるように
なっていること、図書館の司書のように、適切な教材を紹介した
り、教材の活用方法について情報を与えたりできるコーディネー
ターの存在とセットになってはじめて、リソースセンターとして
の機能が十全に発揮されるだろう。
　また、日本語教育分野に限らず、大学に対して調査研究面での
高い期待があることがわかった。地域の団体からは、（日本語支
援の）現場に最も近い民間団体が持つデータを大学に提供するこ
とで、大学の分析力・政策提言力が発揮されることを期待してい
る。地域の課題を大学が民間団体、自治体、そして当事者と一緒
日本語教育の学術的センター＝日本語教育の専門機能
を担う場としての大学
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中原一歩（2011）『奇跡の災害ボランティア「石巻モデル」』、朝日新書
日本学生支援機構（2006）
「平成17年度　学生ボランティア活動支援・促進の集い報告書」
日本学生支援機構（2007）
「平成18年度　学生ボランティア活動支援・促進の集い報告書」
日本学生支援機構（2008）
「平成19年度　学生ボランティア活動支援・促進の集い報告書」
日本学生支援機構（2009）
「平成20年度　学生ボランティア活動支援・促進の集い報告書」
参考文献
注釈
大学ボランティアセンターリソースセンターが運営管理する「大学ボ
ランティアセンター情報ウェブ」（http://	http://www.daigaku-
vc.info/）による（2014年１月25日閲覧）。
東北福祉大学が作成した「社会貢献活動士」のパンフレットより。
インタビュー対象者のボランティアコーディネーターの前任校（神戸
大）でも同様であったという。
東北大学ウェブサイトの東北大学グローバル・リーダー育成プログラ
ムのページ（http://tgl.tohoku.ac.jp/about.html）より（2014
年１月19日閲覧）。
ミッション系大学にはキリスト教学校同盟という組織があり、相互の
連携関係があるとのこと。
今回の調査で訪問した他の２大学（東北福祉大学と東北大学）におい
ても、インタビュー対象者から、東北学院大学の他大学との連携を賞
賛するコメントがあった。
同じミッション系の明治学院大学は、ボランティアセンターのパイオ
ニア的存在であり、専任のボランティアコーディネーターを２名配置
しているという。ボランティアコーディネーターとは、企画力と行動
力を兼ね備えたボランティア活動の専門家のこと。
01.	
02.	
03.	
04.	
05.	
06.	
07.	
祉大学は、ボランティア活動の歴史が長く、福祉関係の大学であ
ることもあり、医療機関や福祉関連団体をはじめ、多様な主体と
の連携関係を構築している。
　この図を参考にすれば、本学のボランティアセンターの連携先
として想定されるのは、行政機関、社会福祉協議会、NPO、自治会、
教育委員会・学校、商工会議所といったところである。また図に
は描かれていないが、東北学院大学の取り組みを踏まえると、地
域内外の大学も連携先として想定することができる。
　これらの主体のうち、行政機関、社会福祉協議会、NPOとは、
災害の発生時には否応なしに連携関係が生じることになる。ボラ
ンティア活動の依頼や災害支援がこれらの機関を経由してもたら
される可能性が高いからである。これらの機関と平常時から連携
のあり方について協議しておくことは無意味とは言わないもの
の、その内容は大まかなものにならざるを得ないし、実際に災害
が発生した際の状況によっては、全く機能しない可能性もある。
むしろ、これらの機関のキーパーソンと顔つなぎをするなど、非
常時に利用できるようなネットワークを構築しておくことが重要
であると考えられる。
　地元の自治会は、本学もその一員であり、運命共同体でもある
ことから、事前に連携関係を構築しておくことが望ましい。
　教育委員会・学校や商工会議所は、近隣の学校（本学にとって
の東小学校など）を除けば、震災の発生時に必ず連携すべき相手
とは限らない。であるからこそ、むしろ平常時から協議を行い、
地元で災害が発生した場合に、どのような連携方法がありうるか
を想定しておくことは有意義であろう。
　最後に地域内外の大学との連携についてである。本学は学生数
が少ないことから、災害が発生した場合に、学内だけでは十分な
学生ボランティアを確保できない可能性が高い。この点を考える
と、むしろ積極的に他大学との連携を検討すべきである。浜松市
内や静岡県内はもとより、県外のさまざまな地域と連携を組んで
おくことが望ましい。ただし、県外の大学と連携するということ
は、他地域で災害が発生した場合に、本学の教職員や学生が支援
に駆けつける（または遠方から可能な支援を行う）ことを意味し
ている。
